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 平成１５年度事務事業評価調書（新規用）　　　　北広島市

   消防本部　警防課

澤崎　道嗣

別紙２

47－10整理番号

事務区分 課長職名 作成日■自治事務　　□法定受託事務　

↓ ↓
終期のある事務事
業はこの欄に17年
度以降の総額を記
入

終期のない事務事業
はこの欄に単年度の
概算額を記入

人 　件 　費
（概算）

　石狩・後志管内消防本部（９消防機関）が結束してＭＣ体制構築に向けて取り組んでいる状況であ
る。具体的には２管内の救命士１００名、心肺停止事案１，０００件をカバーするために札幌医大の医
師２名を雇用することで協議中であり、予算措置ができない自治体がでると負担割合も増えることに
なる。

地方債

④＝②×③

区　　　　分
16年度 17年度以降予定額

17
年
度
以
降

実施計画額 毎年度

　総　事　業　費 ①＋④

直接事業費

【費用の推移】

その他特財

一般財源

国支出金

道支出金

（単位：千円）

予算要求予定額

<

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

１6
年
度

市が行う事務
事業の具体
的な実施内
容
（※補助金等
の場合は団
体等の活動
内容）

　平成１７年度中にさらに救命士法の改正があり、ＭＣ体制の構築が条件で救命士が６４
時間の気管挿管講習及び病院内で３０症例の気管挿管実習により、救命士や医師の法的
責任が明確化され、気管挿管（現在法は食道閉塞式気道確保）を限定的に救命士が実施
できるようになる。H１８年度以降には一定のガイドラインに基づき、心拍再開のための最
低限の薬剤投与を限定的に救命士の処置として拡大することが検討されている。

　救急事案に係る市民及び市内への来訪者

　メディカルコントロール（ＭＣ）体制を構築し、高度な救命士を養成することで包括的指示
下での除細動を早期に実施することにより、処置の開始時間を短縮し、救命率を向上させ
る。

施策）

１　計　画　（プラン）

事務事業開始年度

章

H 16年
根拠法令等 救急救命士法施行規則第２１条(第1項第1号削除)の改正

　〃 終了予定年度 ～

内線 699

平成15年9月

安全で安心できるまち

作成部署メディカル・コントロール体制の構築事業事務事業名

髙　橋　勝　敏部長職名

防災と消防

□　あり ■　なし総合計画(第１次実施計画）

事務事業開始の
きっかけ（市民
ニーズ、住民要望
等）

　１５年３月救急救命士法の改正に伴い、法律上では医師の具体的指示をもらうことなく（包括的指示）、
より早期に救命士が除細動を実施できることになった。しかし、実働に向けてはメディカルコントロール体
制（指示・助言・事後検証・研修体制）が構築されていることが絶対条件であることから、構築に向けて事
務事業を開始するものである。

節
施策

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

消防・救急活動の強化

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

指　　　標 指　　　標(算式）

活動指標 ＭＣ体制の構築

（事務事業の
活動量や実
績）

①救急出動件数

②心肺停止事案件数

③救命処置件数

成果指標 ＭＣ体制の構築

（目的の達成
度を測るもの
さし）

①傷病者の救命率

②心肺停止患者の社会復帰

16年度目標値 最終目標値

1,600

40

指　　　標　　　値

2.50%

1名

40



■Ａ 　　 　□ B　　 　□C

事業の緊急性 ■16年度から着手する必要がある 　現在９消防本部が協調して１６年度にＭＣ体制の整備に向け３次
医療機関（医大）と調整中であり、１０００件のＣＰＡ事案及び救命士
１００名（９消防）での体制整備に係る医師２名の積算額等を協議中
であり決定次第契約等の事務手続き準備に取り掛かるところであり
ます。しかし、当市が同時に着手できないことになると、他市の負担
額の増額、さらに当市の体制未実施となると市民への高度な救命
処置ができないことによる地域間格差及び次年度以降の体制整備
となると、市単独で医療機関と調整となり財政負担多大であること
から１６年度実施に向け石狩・後志管内９消防本部が協調整備をし
なければならない。

【社会経済情勢や市民
ニーズの変化などから緊
急度はどの程度ですか】

□17年度以降の着手も可能である

□あまり緊急性はない

事業の有効性 ■十分効果が期待できる
　ＭＣ体制の整備により包括的除細動・気管挿管の実
施、心拍再開等の薬剤投与の検討など、重篤救急事
案に対する救命率の向上は間違いなく、社会的に効
果は大きい。

【事務事業の社会的・経
済的効果はどの程度です
か。効果の内容を具体的
に記入してください】

□ある程度効果が期待できる

□あまり効果が期待できない

□受益者負担を求める必要がある

□受益者負担を求めることは可能である

■受益者負担になじまない

　ＭＣ体制の整備を図り救急救命士を高度化して、包
括的指示下で除細動を実施することが現在の社会情
勢、さらに市民が切望している救命のニーズにも合致
している。

　当市での単独構築は財政的負担が大きく、体制の
整備のために石狩・後志管内９消防本部の共同での
体制整備に向け３次医療機関と調整中であり、協調し
て実施することは財政的負担も軽減できる。

　受益者負担の余地はない。

　救急業務は消防法第35条の5の規定に基づき市町
村が実施しなければならない。

■市が実施すべき事務事業である

□民間等への移管は可能であるが当面　

■妥当である

受益者負担の必要性

【市が実施すべき事務事
業ですか。市民・企業等
での実施可能性はありま
せんか】

目的の妥当性

　　行政で実施すべきである

□民間等で実施すべきである

□他の手法がある

項　　目

【必要性・妥当性・有効性・緊急性の評価】

理由・方法等

■適切である

判　定

□実施時期を遅らせる

今後の方向性等

法の改正により、救急救命士の判断で除細動（電気ショック）ができる
ようになった。一人でも多く助かる命を救うために絶対条件となるメ
ディカルコントロール（ＭＣ）体制の構築を積極的に推進する。

□実施について再検討する

□実施しない

　行財政構造改革推
　進本部の総合判定

手段の妥当性

■実施する

□見直しの上で実施する

　判　　　　定

【事務事業担当部局内優先度】

※部局で所管するすべての事務事業の中で、この事務事業の位置づけはどの程度ですか

【２次評価】
※以下の欄は記入しないでください。

47－10整理番号

２　評　価　（チェック）

３　総合判定と今後の方向性

市が実施する必要性

【受益者負担が必要また
は可能である場合、具体
的な方法等を理由等の欄
に記入してください】

　事務事業担当部局
　の総合的な考え方

【目的を達成するための
手段は適切ですか。他の
手段や委託化などの可能
性はありませんか】

□民間等への委託等が可能である

□民間等への一部委託が可能である

　ＭＣ体制を構築は市民の救命率の向上につながるため、緊急に実
施すべきものと考える。

■実施する

□見直しの上で実施する

□実施時期を遅らせる

□実施について再検討する

□実施しない

　判　　　　定 今後の方向性等【1次評価】

□妥当でない
【社会経済情勢や市民
ニーズの変化などから、
設定した対象や意図は妥
当ですか】

□概ね妥当である　


